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○ 緩和ケアの提供体制

１．緩和ケア研修会について

• 基本的な緩和ケアの知識を身に着けるための、緩和ケア研修会は、e-learningを導入することで、受講修
了者は増加し10万人を超えている。一方で、その後の情報や技能を維持・向上するための継続研修が不
十分であり、国や都道府県がその仕組みを構築する必要がある。

３．苦痛のスクリーニングについて

• 苦痛を抱えた患者を見つけるために、2010年より拠点病院の指定要件として、苦痛のスクリーニングが追
加されている。一方で、現場の医療従事者の負担が増えることや、スクリーニング結果を専門的な緩和ケ
アに結び付けることが困難であることが指摘されており、全体の取り組みの見直しが必要である。

２．拠点病院と地域連携について

• 緩和ケアセンターは、がん診療連携拠点病院（高度型）に設置され、地域の緩和ケアにおいて、専門的な
緩和ケアのネットワーク全体を統括する役割を担っている。また、地域包括ケアのネットワークにおいて、
緩和ケアにはがんの専門的な対応を必要とするため、地域内の関係者の連携体制を構築し、がん治療病
院と在宅側とのネットワークの構築を促していく役割を担うことを目的として、地域緩和ケア連携調整員を
育成している。
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１．ピアサポートの取り組み

• がんを経験し、さまざまな状況を乗り越えてきたピアサポーターによる支援は重要であり、各都道府県で、
養成や普及について継続的に取り組む必要がある。同時に、質を担保するために、養成研修の実施（委託
事業による作成資材の活用）、受講後の登録、専門職との協働、マッチングの仕組みも求められる。

• 実施主体は、地域統括相談支援センターに限らず、地域の事情に応じて、他の既存資源も活用することが
現実的ではないか。患者団体、自治体、拠点病院等が協働していくことが重要である。

• 委託事業では、養成研修の資材の作成・改善等にあたり、がん相談支援センターや好事例とされる地域統
括相談支援センター等にもフィードバックしながら進めることが必要である。

○ 患者や家族等が安心して相談できる体制の整備について

２．地域統括相談支援センターの機能

• がん相談支援センターの体制整備が進みつつある一方、病院でなく地域であるからこそ提供できる支援が
あるのではないか。つなげる機能や、がんに対する偏見がなくなるよう啓発する役割も必要である。

• これまで各府県で創意工夫し、事業を継続してきた背景があり、既存の良い取組を活かせるような施策が
求められる。ただし、運営の難しさ等から全国に広まらなかった経過や、昨今、地域完結型のシステムを
つくる流れがある中で、「センター」を全都道府県に設置することは避けたほうが良いと考えられる。
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